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 「グローバル市場で求められる
 『責任あるサプライチェーン』とは？
─世界の日系企業800社アンケートから
読み解くギャップとリスク― 『日系企業の
責任あるサプライチェーンに関するアン
ケート調査』より」（2019年3月）

 「アジ研ポリシー・ブリーフNo.120
ギャップとリスクに対応する
 『ビジネスと人権に関する
国連指導原則』行動計画
 （NAP）策定を」（2019年3月）

論考

途上国で操業する企業が心がけるべきことの一つは、労働者の人権問題。
国連で承認された「ビジネスと人権に関する指導原則」のもと、
国と企業は現地社会とともに発展できるかたちを築き上げている。

『
指
導
原
則
』
で
す
。
国
際
社
会
で
は
、

企
業
や
国
家
は
指
導
原
則
に
基
づ
い
た

行
動
に
徹
す
る
べ
き
だ
と
す
る
議
論
が

高
ま
っ
て
い
ま
す
」
と
、日
本
貿
易
振
興

機
構（
ジ
ェ
ト
ロ
）ア
ジ
ア
経
済
研
究
所

の
山
田
美
和
さ
ん
は
話
す
。

　

各
国
は
指
導
原
則
を
実
行
す
る
国
別

行
動
計
画
を
作
る
こ
と
が
奨
励
さ
れ
、

欧
州
で
は
多
く
の
国
が
策
定
済
み
だ
。

日
本
も
外
務
省
を
中
心
に
20
年
内
の
策

定
を
目
指
し
て
い
る
。「
国
別
行
動
計
画

の
策
定
は
、『
人
権
が
守
ら
れ
て
い
な
い

部
分
は
ど
こ
な
の
か
』
と
、制
度
と
現
実

の
ギ
ャッ
プ
を
直
視
し
て
行
動
を
促
す
契

機
に
な
る
は
ず
で
す
。
具
体
的
で
効
果

全
会
一
致
で
承
認
さ
れ
た
。

　

ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
の
課
題
は
、
13
年
４

月
に
発
生
し
た
、バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
の
首

都
ダ
ッ
カ
近
郊
の
商
業
ビ
ル
の
崩
落
事
故

を
き
っ
か
け
に
、広
く
国
際
社
会
に
知
ら

れ
る
こ
と
と
な
る
。
1
0
0
0
人
以
上

が
死
亡
し
た
悲
惨
な
事
故
に
よ
っ
て
、欧

米
ア
パ
レ
ル
ブ
ラ
ン
ド
が
発
注
し
て
い
た
縫

製
工
場
の
劣
悪
な
労
働
環
境
が
浮
き
彫

り
と
な
っ
た
の
だ
。「
企
業
が
社
会
に
与

え
る
影
響
の
大
き
さ
が
あ
ら
た
め
て
注

目
さ
れ
た
出
来
事
で
し
た
。
人
権
の
保

護
は
国
家
の
義
務
で
す
が
、企
業
も
社

会
に
与
え
る
影
響
に
責
任
を
も
ち
、人

権
に
負
の
影
響
を
与
え
な
い
と
い
う
の
が

国
別
行
動
計
画
が

意
識
を
変
え
る
契
機
に

　

企
業
の
海
外
進
出
が
盛
ん
に
な
る
に

伴
っ
て
、労
働
者
や
地
域
住
民
の
人
権
を

い
か
に
守
る
か
が
重
要
な
課
題
に
な
っ
て

い
る
。
国
際
的
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン＊

1
を

構
築
す
る
な
か
で
、
人
権
を
と
ら
え
直

す
必
要
性
が
高
ま
っ
て
き
た
の
だ
。
国
連

は
2
0
0
5
年
に
、ハ
ー
バ
ー
ド
大
学
の

ジ
ョ
ン・
ラ
ギ
ー
教
授
を
企
業
と
人
権
に

つ
い
て
の
国
連
事
務
総
長
特
別
代
表
に

任
命
。
協
議
と
調
査
を
重
ね
、
11
年
に

「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
に
関
す
る
指
導
原

則
」
を
国
連
人
権
理
事
会
に
提
出
し
、

は
、進
出
先
が
公
平
な
市
場
で
あ
る
こ
と

が
望
ま
し
い
。「
た
と
え
ば
、
最
低
賃
金

法
を
守
っ
て
い
な
い
企
業
が
あ
り
、そ
の

企
業
が
罰
則
も
受
け
ず
に
利
潤
を
上
げ

て
い
る
よ
う
な
市
場
は
、コ
ス
ト
を
か
け

て
労
働
者
の
権
利
を
守
っ
て
い
る
企
業
に

と
っ
て
は
不
利
で
す
。
企
業
だ
け
で
公
平

な
市
場
を
構
築
す
る
こ
と
は
難
し
い
た
め
、

国
や
公
的
機
関
の
サ
ポ
ー
ト
が
必
要
に
な

り
ま
す
」
と
山
田
さ
ん
は
指
摘
す
る
。

　

J
I
C
A
が
設
立
し
た
「
開
発
途
上

国
に
お
け
る
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル・
カ
カ
オ
・

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」（
20
ペ
ー
ジ
）は
、公

的
機
関
が
リ
ー
ド
す
る
サ
ポ
ー
ト
の一
例

に
挙
げ
ら
れ
る
。
山
田
さ
ん
は「
指
導
原

則
に
基
づ
く
連
携
事
業
の
推
進
や
、相

手
国
政
府
へ
の
働
き
か
け
が
で
き
る
と
い

う
J
I
C
A
の
強
み
を
生
か
し
、公
的

機
関
だ
か
ら
こ
そ
で
き
る
取
り
組
み
を
し

て
ほ
し
い
で
す
」
と
期
待
を
寄
せ
た
。

的
な
政
策
が
盛
り
込
ま
れ
れ
ば
、国
や
企

業
の
人
権
に
対
す
る
取
り
組
み
を
海
外

に
示
す
こ
と
に
も
な
り
ま
す
」
と
山
田
さ

ん
。
日
本
企
業
の
ブ
ラ
ン
ド
力
の
向
上
に

も
つ
な
が
り
、海
外
か
ら
の
投
資
も
得
や

す
く
な
る
は
ず
だ
。

　

途
上
国
に
進
出
を
考
え
て
い
る
企
業

は
現
地
社
会
を
知
る
こ
と
が
重
要
だ
。

「
生
産
や
製
造
の
場
で
働
く
の
は
地
域

社
会
の
人
々
。で
す
か
ら
企
業
に
は
、自

分
た
ち
の
ビ
ジ
ネ
ス
が
ど
の
よ
う
な
影
響

を
も
た
ら
す
の
か
、地
域
社
会
に
目
を
向

け
て
ほ
し
い
の
で
す
。
そ
う
す
る
こ
と
で

指
導
原
則
に
規
定
さ
れ
て
い
る
人
権

デ
ュ
ー・
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス＊

2
の
実
施
に
つ
な

が
り
ま
す
」
と
山
田
さ
ん
は
言
う
。

公
平
な
市
場
の

構
築
を
後
押
し

　

途
上
国
に
進
出
す
る
企
業
に
と
っ
て

ビジネスと人権
文●松井健太郎

基本的人権の実現
一人ひとりが輝ける世界

特集

＊2 企業が事業やその取引関係のなかで、人権への負の影響を特定、防止、軽減し、どのように対処するかという継続的なプロセス。 ＊1 原料の調達から製造などを経て製品が消費者の手に届くまでのつながり。

日系企業の海外進出は増加の一途をたどっている。2017年10月時点で海
外拠点数は75,531と過去最多に。国別に見ると中国とアメリカで半数以上
を占めるが、近年はインドやタイといった中進国での伸びも加速している。

アフリカ、ASEAN、南西アジアで事
業を行う日系企業を対象に実施された
調査＊3の結果によれば、「事業活動を
展開する上で、どのような人権に対す
るリスクが考えられるか（調達先・顧客
の事例も可）」という質問に、全体の 
27.8％の企業が「具体的なリスクが考
えられる」と答え、事例が挙げられて
いる。海外に進出している日本企業は
さまざまな人権に対するリスクにさらさ
れていることがわかる。
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出典 ： 外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計（平成３０年要約版）」をもとに作成。

中国

アメリカ

インド
タイ

インドネシア

● 労働現場の運営に関するもの
 ●  時間外労働、強制労働が行われている
 ●  採用における民族間の偏り、民族間の給与

格差

● 取引先（調達先や納入先）に
　関するもの
 ●  積み下ろし補助に少年を労働者とした運送

業者が来る 
 ●  サプライチェーン全体を把握できていない

● 人種・宗教・民族に関するもの
 ●  表立ってはいないが身分制度が感じられる 
 ●  多民族国家のため、民族間での人権問題が

起こる可能性がある

● 事業運営に関するもの
 ●  汚職
 ●  個人情報の保護が完全ではない

● 進出先の国の政策・法制度に
　関するもの
 ●  仏教上の公休日はあるが、イスラム教の休

暇がない
 ●  労働者の権利について国と州の制度が異な

り、不平等が問題になる可能性がある

ミャンマー・ヤンゴン近郊のティラワ経済特別区＊4

で廃棄物の処分場を運営しているGOLDEN DOWA 
ECO-SYSTEM MYANMAR（以下、GEM）は、人権に
配慮した事業の実現の努力を続けている。GEM
前社長の山本淳さんは、同社の取り組みの背景を

「国や民族が異なる人びとがたがいに尊重し合っ
て働くためには、人権について正しく認識すること
が必要です。また、処分場の運営は、地域の人びとに不安を抱かれないためにも、オープンな情報開
示が大切です。透明性を高くすることは絶対的な条件です」と説明する。現地従業員への人権教育
や、インターネットを活用した発信、近隣住民の要望を聴き取る会合など、企業自らが人権配慮を重
視する姿勢が、地域の信頼や日本ブランドの向上につながっている。

日本企業の挑戦！
地域に開かれた事業を目指す
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人権に対する
具体的なリスクへの懸念
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＊3 ジェトロ・アジア経済研究所 2018年「日系企業の責任あるサプライチェ
ーンに関するアンケート調査」。

■ 無回答 ■ 不明
■ 人権に対する具体的なリスクが考えられる

従業員への人権教育の様子。

＊4 製造業の振興や雇用創出など、ミャンマーの経済発展の推進力として期待される工業団地。JICAも円借款や技術協力、
海外投融資などを通じた支援を継続している。

増える日系企業の海外拠点

ビジネスと人権の問題の原因は、企業などの経済主体
がもたらす負の側面と、それを適切にコントロールで
きない国際社会側の能力のギャップにある。それを埋
めていくことを目的に作られた、国連の「ビジネスと人
権に関する指導原則」は、①人権を保護する国家の義
務、②人権を尊重する企業の責任、③救済へのアクセ
スという三つの柱から成り立っている。

「ビジネスと人権に関する国連指導原則」。

企業から
挙げられた事例

人権に対するリスク

「指導原則」の問題意識
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